
資料 1

長期的看護職員需給見通しの推計
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第7次看護職員需給見通しにおいて、社会保障国民会議で
将来のマンパワーの推計も示されていることから、少子化
による養成数の減少などを踏まえ、長期見通しを検討する
ための研究の必要性が指摘されている。

社会保障国民会議による「医療口介護費用シミュレーション」
によって示されたシナリオ、さらにそのシナリオの人員配置
条件を病床区分に沿つた、より精緻な人員配置条件に置き
換えた新たなシナリオに基づいて、2025年までの看護職員
の需給見通しについて推計を行つた。



推計方法の概要

1,医療・介護費用シミユレーション(以下、シミュレーション)
で示された推計方法の問題点を修正

3,供給の推計
18歳人口の減少、離職者、復帰者を考慮し、
2025年までの看護職員の供総数を推計

II卜
=病院の一般病床のみで働く看護

職員数を算出。診療所の一般病
床で従事する看護職員数は除外。

診療所 (一般・療養病床、外来)
で従事する看護職員数を算出。

2.需要の推計

修正したシミュレーションの各シナリ
オの条件に基づいて、2025年までの

看護職員の必要数を推計

→Nl

Nlシナリオの看護人員配置条件に
ついて、ワークライフバランス、諸外国
を参考にしながら、精緻に設定し、2025

年までの看護職員の必要数を推計

→N2

1.シミュレーションからの主要な修正点

1)病院看護職員口診療F~f看護職員数の算出

:1警1事舞1織I 1111
病院の病棟看護
職員数の算出

診療所看護職員の

算出

病院のカテゴリに、「病院」と
「診療所」の一般病床で従事
する看護職員数を含めて算出。

上記に診療所の一般病床で
従事する看護職員を含めて
いるが、診療所にも同様に

その数を計上。

診療所の一般病床で働く看護
職員数がダブルカウント.

問題
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問題       2025年 のシミュレーションで、
療養病床 (介護)で従事する
看護職員が「行政、研究機
関、その他社会福祉施設
等」と、2025年には「介護療
養型老健」等に移行が想定
される「病院の療養型病床
(介護)」の双方に計上。
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「その他看護職員」のカテ
ゴリ」を「言方問系(訪間入

浴)」、「言方間看護」、「その
他」のカテゴリに分けて

推計。

2)療養病床で従事する看護職員数の算出

病院の療養病床
(介護)で従事する
看護職員の算出

「行政、研究機関、その他社
会福祉施設等」のカテゴリに
計上したものと思われる。

‐
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・2007年 (現状)では、病院の療養
病床(介護)のカテゴリを作成し、
看護職員を算出。
・2025年の推計では、「病院の療養
病床(介護)」が「介護療養型老健」
に移行することを踏まえ、「介護
療養型老健」の利用者の増加率分
に現状の療養病床(介護)で従事
している看護職員を含めた。

3)訪間看護ステーションで従事する看護職員数
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訪間看護ステーション
で従事する看護職員数

問題点

「その他看護職員」は、「言方問系
(訪間入浴)」と「その他」に分か
れており、「訪間看護ステーショ
ン」で従事する看護職員数は、
「その他」に含められていると
思われる。

在宅療養者の増加に伴い、
訪間看護の二一ズが高くなるが、
「その他」に含められていること
から、訪問看護そのものに必要
な看護職員数が反映した推計を
行うことができない。



2.本研究における需要の推計
1)シミュレーションと同様のカテゴリで、2007年の看護職数
を各種調査から把握。把握ができないものについては、

病床区分の入院基本料の看護人員配置基準から、

シミュレーションで示された病床数をもとに推計。

病院の病棟
看護職員数

一般病床―急性期

一般病床一亜急1生期・

回復期等

精神病床

病院助産師

病院外来看護職員数

療養病床 (医療)

療養病床(介護 )

診療所看護職員数

その他看護
職員数

介護保険関係

行政・研究機関等

・『医療施設(動態)調査・病院

報告の概況』(平成19年 )
・『保健・衛生行政業務報告
(衛生行政報告例)結果(就業

医療関係者)の概況』(平成
18盗F、 20生F)

・『介護サービス施設・事業所

調査』(平成19年 )
・『病院概況調査報告書 (日本

病院会、全国公私病院連盟)』

(平成19年 )

7

2) 本調査で算出した2007年の看護職員数を出発点とし、

シミュレーションの2025年の各シナリオの病床数・

患者数(前述の問題点を修正したもの)をもとに、
「シミュレーションと同様の人員配置条件であるNl」と、
「本研究で精緻化した人員配置条件であるN2」により、

各シナリオの看護職員の必要数を算出。

必要数は、原則、常勤換算数を実人員数に換算する

ことによって算出。シミュレーションと同様に、非常勤

の割合が変動することを考慮し、5%の幅をもたせ、
「実人員その①」と「実人員その②」として算出。

■



★各シナリオの需要方法の概要 :Aシナリオ

Blシナ :1症 _
80'5,末  70%
12日

52ラ5「末、90・。、

21万床  9800

76万

: A― Nlシナリオ

・本推計で算出した現状{2007年 )の数値(病院の看護職員の年間総労働時間
を1856時間とした)を出発点とし、Aシナリオ(修正値 )の病床数および利用者
数の増加の条件に基づき推計。

|        |・ 看護職員の年間労働時間は1800時間。

A‐N2シナリオ
・病院では、Aシナリオの在院日数で年間労働時間の達成が想定される人員
配置とし、Aシナリオ(修正値)の病床数および利用者の増加の条件に基づき
推計。

★各シナリオの需要方法の概要 :Blシナリオ

琴急1大(2007有→ Aシナリオ Aシナリオ (修正値 ) Aシナリオの概要

急性期
103フラF薇  78%
20.3日 133万床 203日 【急

性 :155日 (高度急
性 :20.1書 、一般急
性 1134日 、亜急性期
等 :75日 )

118万床

護サービス提供に関す
る問題点 (不明確な機
能分化、手薄な人員配
置、ニーズに対応した

亜急性期・回復期等

長期療養 (医療療養 ) 23万床 93% 39万床 93% 37万床

介護
施設

特 養 42万人 85万人

老 健 42万人 83万 人

居住

系

特定施設 11万 人 22フ5ノk

グループホーム 13万 人 25万 人

:03フ5F薇  78,`
203日

亜 急性期・回復 期等

長期療養 (医療 療養 )

グループホーム

70万

71万床

46フ5「薇

20,5″薇

改革シナリオ :-1■ 病床を「急
生期」と「亜急性期・回復期
等」に機能分 化。医療資源の
集 中投入により、急性期の在
1暁 日数 は 155日 -12日 に減
少ω医療必要度の低い需要は
介雄施 設で受 け止める`.居住
系・在 宅サービスを強化一現
状て在院 日数 12日 を達成して
いる病院 の平均的な人員配置
を想定 。亜急性期や回復期の
リハビリテーションが必要な
ケースなど、状態イ象に応した適
切な人員配 fi lの もとで医療・

介議 が受けられ るように想定。

33フ5

35万

Bl― Nl
シナリオ

Bl― N2
シナリオ

・Blシナリオ(修正値 )の病床・利用者数の増減を活用。
・A― Nlシナリオの数値を用いて、Blと同様に「急性期」と「亜急性期」の病床で
従事する100床あたりの看護職員数を2割増しとした。
・精神病床の看護職員数、病院助産師数は、Blシナリオと同様に、A― Nlを固定。

・Blシナリオ (修正値)の病床・利用者の増減を活用。
・看護職員の年間労働時間は1800時間。
・病院、訪間看護ステーションの看護職員の年間労働時間を1800時 間とした。 |
。「急性期」の看護職員配置を現状の特定入院料、入院基本料の届出病床を  |
もとに、配置基準を引き上げて算出【『 lo対 1』→『9対 1』 (結核病床除く)、    |
『7対 1』→『6対 1』、それ以外は固定】。                 |
・「亜急性期・回復期」は『 15対 1』、「精神病床」は『 13対 1』に設定。      |



★各シナリオの需要方法の概要 :B2シナリオ
現鰻犬(2007年 ) B2シナリオ 32シナリオ修正1直 B2シナリオの概要

急性期
103万 床 78,6

203風

67万床 70%
10日

59万床 改革シナリオ(大胆な仮定):
一般病床を急性期と亜急性

期・回復期等に機能分化。医

療資源を一層集中投入するこ

とにより、急性期の在院日数
は155日 →10日に、亜急性

期・回復期等は75日→60日に

減少。医療必要度の低い需要
は介護施設で受け止める。居

住系・在宅サービスを強化。→

人員面E置を現在の-11病床と
比較して概ね倍増。

亜急性期・回復期等
44万床 90%

60日
39万床

長期療養(医療療養) 23万床 93% 23'5,ヽ  98% 22万床

護

設

介

施

特養 42万人 78万人

老健 42万人 72万人

居住

系

特定施設 11万人 33万人

グループホーム 13万人 35万 人

B2-Nl
シナリオ

B2-N2
シナリオ

・32シナリオ{修正値)の病床・利用者の増減、看護職員の増加率を活用して

算出。
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B3-― N2
シナリオ
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・B2シナリオ (修正値)の病床・利用者の増減を活用。
・看護職員の年間労働時間は1800時間。
・手術部門の看護職員数を100床あたり3.4人として算出。
・「急性期」は『5対 1』、「亜急性期・回復期」は『15対 1』、「精神病床」は『13対 1』で設定。
・「病院助産師」は、1人の助産師が介助可能な分娩数を約25件/年 【日本

産科婦人科学会「産科医と助産師の協働について 助産師の卒後の

就職先についてJ(平成21年 10月 14日 )】、
2025年の分娩件数が732,000人として算出【国立社会保障・人口問題研究所
日本の将来椎計人口(平成18年 12月 推計)出生中位 (死亡低位)の推計値】

・B3シナリオ(修正ltL)の病床・不1用者の増減、看護職員の増加率を活用して

算出

・B3シナリオの病床・利用者の増減を活用。
・看護職員の年間労働時間は1800時間。
'33シナリオと同様に急性期を「高度急性」と「一般急性」に区分。

手術部門の看護職員数を100床あたり3.4人として算出。
・「高度急性」は『7対 1』、「一般急性」は『5対 1』、
「亜急性期・回復期」は、『15対 1』、「精神病床Jは『13対 1』に設定。
・「病院助産師Jは、1人の助産師が介助可能な分娩数を約25件/年、
2025年の分娩件数が732′000人として算出。

★各シナリオの需要方法の概要 :B3シナリオ
現状 (2007年 ) B3シナリオ B3シナリオ修正値 33シナリオの概要

急性 期

:03フ5,ス  78ヽ
203日 悪晨晟継 |::肩鳴底 23万 床 一般病床を高度急

性 、一 nl急 1■期と亜急
性期・回復 期等に機
能分化 。医療資源の

投入により、在院 日敷
1ま高度急性期で20'
日-16日 、-11懲性
期で i34日 -9日 、亜
急性期・回復期等で
75日 -60日 に減少 。
医療必要度の低い需
要は介饉施設で受け
止める。居住系・在宅
サービスを強化。一高
度急 1螢期では、人員
配置を現在 の一般病

床 と比較して概ね 22
倍。一般急性期の人

員配量 を現在と比較し
て概 ね 18倍 。

―餃急性
 |;:編先

43万 εに

亜急性期・回復期等 晋農蟻輩・「0万床"ヽ 35フ 5諄薇
22万 床長期療姜(医療療養 ) 23万 床  93●● 23'5E■  98'も

護

設

介

施 犠一拠

42万 人

42万 人

78万 人

2万 人

居 住

系

1寺ズ
=か
じお, 11万 人 33,ラ メ、

グループホーム ,3万人 5万人

-1

1

1



3.本研究における供給の推計
B金看護師養成機関の1学年の定員数 (日本看護協会 :看護関係統計
資料)をもとに2008年から2025年までの新卒者数の推移を、18歳人口

【出生中位 (死亡低位 )】 (国立社会保障・人口問題研究所 :将来推計人口
―H18年 2月 推計)の 2008～ 2025年の対前年増減率を活用し、推計。
・単純回帰モデルにより、各年度の新卒者数を算出。

新卒者の供給推移

El年間あたりの看護職員の増加数 12006年 から2008年の看護職員の
増加数が「63′ 372人」であり、1年間あたりで、「31′ 686人」増加。
→新卒者数と再就業者数の計から退職者数を引いた値が

1年間あたりの看護職員の増加数になるように、1年間の退職者数を
「約119′ 000人 (離職率を約9%と想定)」、再就業者数は「98,000人」と
設定し、退職者数、再就業者数は各年度一定で推移するものとした。
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看護職員の供給見通し
2,000,000

1`80Q000
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推計値の補正

本研究では、2007年度末の看護職員の全体数を、

「2006年度末」および「2008年度末」の「衛生行政業務

報告例」の値から算出し、それに基づき、2025年まで

の看護職員の需要数の推計を行つた。

その後、厚生労働省医政局看護課より、2008年の

看護職員数が公表されたため、その数値を用いて

看護職員の必要数の補正を行うとともに、供給数に

ついてもその数値を用いて(離職率、18歳人口の

減少率は本研究の条件を固定)、 算出し、2025年まで

の推計を行つた。

2000 2010 20:3 2014 20:5

看護職員数 138408 :503.00

増加数/年 3055 2804

2018 2020 2022 2023 2024

看順職員数 :69342

増加敗/年 26.78 20`36 25.94 2552 2427



看護職員全体数の補正率

衛生行政報告例
(2008年度末)

医政局看護課

(2008年 )

颯袋が整話した2008年～2o25年の各年度の値 !通
宝悽056儀を乗じて補正

2025年における看護需給の見通し

“「病院」の看護職員数に
ついては、「病院報告」。
・「診療所」の看護職員数に
ついては、「医療施設調査」
・「病院」及び「診療所」以外
の看護職員数については、
「衛生行政報告例」
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ヨ全てのシナリオについて需要が供給を上回る



まとめ

■本研究において、2025年では全てのシナリオで需要が

供給を上回る結果となつた。しかし、下記の因子により、
看護職員の必要数 (需要)は、影響を受ける可能性が
あり、今後、さらなる検討が必要である。

①看護職員の質と量のバランス(例 :急性期医療で新卒
看護師を多く雇用しても量「戦力にはならず、むしろ、
それをカバーする中堅看護職の業務量が増加)
②地域偏在
③他専門職や看護補助者を導入し、どの程度の機能
分化口役割分担の促進を図るか

④短時間勤務雇用者がどの程度増加するか




